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電子基準点測量作業規程 

 

制  定 令和元年５月３１日 国地達第３号 

一部改正 令和３年３月３０日 国地達第６号 

一部改正 令和７年３月２５日 国地達第７号 

 

第一章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、測量法（昭和２４年法律第１８８号。以下「法」という。）第４

条に規定する基本測量のうち、電子基準点測量（電子基準点の選点、設置、測量成果

の算出、電子基準点の維持及び運用を行う業務をいう。）について、その作業方法を

定め、規格を統一するとともに、必要な精度を確保することを目的とする。 

 

 （運用基準等） 

第２条 この規程に定めるもののほか、この規程の運用に関し必要な事項については、

測地観測センター長が別に定める電子基準点測量作業規程運用基準及び計算式（以

下「運用基準」という。）、電子基準点現地調査作業要領（以下「現地調査要領」と

いう。）及び電子基準点付属標取付観測作業要領（以下「付属標取付観測要領」とい

う。）を適用するものとする。 

 

（定義） 

第３条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

 一 電子基準点 測量法施行規則（昭和２４年建設省令第１６号）別表第一第一号１

チに掲げる電子基準点標識に、付属施設（電源及び通信を電子基準点標識に引き込

むための引込柱、中間柱、ハンドホール、付属する機器、ケーブル、安全柵、説明

板等をいう。）を含めたものをいう。 

二 電子基準点本点の測量成果 アンテナ底面の中心の緯度、経度及び標高をいう。 

 三 電子基準点付属標の測量成果 電子基準点付属標の標識上面に刻印されている

十字の中心の緯度、経度及び標高をいう。 

 四 電子基準点の維持業務 次のイからハまでに掲げる業務をいう。 

イ 現況把握（電子基準点の現況及び測量成果の状態を把握する業務をいう。以下

同じ。） 

  ロ 保全作業（電子基準点本点の測量成果及び電子基準点付属標の測量成果に影

響しない異常が生じたとき、正常に復する業務をいう。以下同じ。） 

  ハ 復旧測量（電子基準点本点の測量成果及び電子基準点付属標の測量成果に影

響する異常が生じたとき、正常に復する業務をいう。以下同じ。） 
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五 電子基準点日々の座標値（最終解） 一定の設定に基づき、定期的に計算された

電子基準点の座標をいう。設定は測地観測センター長が別に定める。 

六 作業機関 国土地理院の指示又は委託を受けてこの規程に定める測量作業を実

施する者をいう。国土地理院が自ら測量を実施する場合は、国土地理院を作業機

関とする。 

 

 （各種法令の遵守等） 

第４条 作業機関は、各種法令を遵守するとともに、これらに関する社会的慣行を尊重

しなければならない。 

２ この規程において使用する用語のうち、法に定めのあるものは法の定めるところ

による。 

３ 作業機関は、作業の実施に当たり、安全管理を行わなければならない。 

４ 作業機関は、作業計画に基づき、工程管理を行わなければならない。 

５ 作業機関は、測量の正確さを確保するため、精度管理を行わなければならない。 

 

第二章 電子基準点の選点、設置及び測量成果の算出 

 （電子基準点の選点） 

第５条 電子基準点の選点（机上調査及び現地調査によって電子基準点の設置位置を

定める作業をいう。）は、電子基準点の配点密度、観測の環境及び長期継続性を総合

的に検討した上で行うものとする。 

 

（電子基準点の設置） 

第６条 電子基準点は、良好な観測を長期的に継続できるように設置するものとする。 

２ 電子基準点の名称は、当該電子基準点を設置する市町村名若しくは当該地区を代

表する地名又は島若しくは山の名称を用いて表すものとする。 

３ 電子基準点の点番号は、設置年度及び通し番号の組合せにより決定するものとす

る。ただし、特に識別を必要とする場合は、識別用の符号として、電子基準点の種別

を表すアルファベット大文字一字を設置年度と通し番号との間に挿入するものとす

る。 

 

（電子基準点のデータ品質） 

第７条 電子基準点の設置及び運用に当たっては、運用基準に定めるデータ品質を確

保するため、必要な措置を講ずるものとする。 

 

（測量成果の算出） 

第８条 電子基準点本点の測量成果は、原則として設置を行った日から一月間、電子

基準点日々の座標値（最終解）の変動を監視し、有意な変動が見られないことを確
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認後に算出するものとする。 

２ 電子基準点付属標の測量成果は、設置状態が安定した時点において、付属標取付

観測要領に基づき算出するものとする。ただし、広範囲にわたり地殻変動が発生

し、復旧測量を行う場合において、電子基準点本点の測量成果と電子基準点付属標

の測量成果との相対的な位置関係が地殻変動の発生前後で変わらないことを確認で

きるときは、電子基準点本点の測量成果の変動量を用いて電子基準点付属標の測量

成果を算出できるものとする。 

３ 広範囲な地域の電子基準点本点の測量成果及び電子基準点付属標の測量成果を算

出する場合において、前２項の算出方法により難いときは、測地観測センター長と測

地部長とが協議し、その算出方法を決定するものとする。 

 

（測地観測センター長の承認を受けた方法による測量成果の算出） 

第９条 次に掲げる場合で、この規程に定める方法により測量成果の算出を行うこと

が難しいときは、必要な精度の確保及び作業能率の維持に支障がないことを確認の

上、測地観測センター長の承認を受けた方法により測量成果の算出を行うことがで

きるものとする。 

一 離島等の特殊な条件又は作業が著しく困難な地形条件等の下で測量成果を算出

する場合 

二 新たに開発された測量機器又は手法を用いて測量成果を算出する場合 

 

第三章 電子基準点の現況把握 

（現況把握の方法） 

第１０条 電子基準点の現況把握は、基準点維持業務計画に基づき、次に掲げる方法に

より行うものとする。 

一 電子基準点現地調査（電子基準点の状況を確認するため、現地を調査する方法を

いう。以下同じ。） 

 二 電子基準点現況情報収集（電子基準点が設置されている土地の所有者若しくは

管理者からの情報又は地殻変動監視若しくは公共測量等による電子基準点間の閉

合差の点検等による電子基準点本点の測量成果若しくは電子基準点付属標の測量

成果の不整合に関する情報を収集する方法をいう。以下同じ。） 

 

（電子基準点現地調査） 

第１１条 電子基準点現地調査は、現地調査要領に基づき行うものとする。 

 

（電子基準点現況情報収集） 

第１２条 電子基準点現況情報収集を行った者は、その資料を取りまとめ、本院におい

ては当該収集作業の担当課長（次項において「本院課長」という。）に、地方測量部
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においては地方測量部長に、沖縄支所においては沖縄支所長に報告するものとする。 

２ 本院課長、地方測量部長及び沖縄支所長は、前項の規定による報告を受けたときは、

遅滞なく、その資料の写しを測地観測センター長に送付するものとする。 

 

第四章 電子基準点の保全作業 

（電子基準点の保全作業） 

第１３条 電子基準点の機能向上、保護若しくは異常の修復のため又は交通等の安全

を図るため必要がある場合は、次に掲げる保全作業を行うものとする。 

一 改造（電子基準点の機能を向上させるため行う作業をいう。以下同じ。） 

二 安全処置（電子基準点が交通等の安全に支障となる場合に行う作業をいう。以下

同じ。） 

三 保護処置（電子基準点の毀損を防止するため行う作業をいう。以下同じ。） 

四 補修（電子基準点の異常を修復するため行う作業をいう。以下同じ。） 

２ 前項の保全作業を行った者は、その報告書を任意の様式に取りまとめ、本院におい

ては当該保全作業の担当課長（次項において「本院課長」という。）に、地方測量部

においては地方測量部長に、沖縄支所においては沖縄支所長に提出するものとする。 

３ 本院課長、地方測量部長及び沖縄支所長は、前項の報告書の提出を受けたときは、

遅滞なく、その報告書の写しを測地観測センター長に送付するものとする。 

 

（電子基準点の改造） 

第１４条 電子基準点の改造は、測地観測センターにおいて行うものとする。ただし、

測地観測センター長が承認をする場合は、当該電子基準点が設置されている区域を

管轄する地方測量部又は沖縄支所（以下「担当地方測量部等」という。）において行

うことができるものとする。 

２ 電子基準点の改造は、次に定めるところにより行うものとする。 

一 改造における工法及び作業手順は、データの欠測期間が極力短くなるよう努め

て策定し、測地観測センター長の承認を受けること。 

二 改造における電子基準点の材料の規格及び形状は、設置時の仕様書に基づくこ

と。ただし、これにより難い場合は、その使用する材質が相当品以上であること。 

三 改造を行うに当たっては、その作業期間及び内容を測地観測センター長に事前

に連絡すること。 

四 改造の終了後、国土地理院ＧＥＯＮＥＴ中央局との間で通信確認を行い、各種機

器の設定等について確認を行うこと。 

 

（電子基準点の安全処置等） 

第１５条 電子基準点の安全処置、保護処置及び補修（次項において「安全処置等」と

いう。）は、測地観測センター又は担当地方測量部等において行うものとする。 
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２ 電子基準点の安全処置等は、次に定めるところにより行うものとする。 

一 安全処置等の作業における工法及び作業手順は、データの欠測期間が極力短く

なるよう努めて策定し、その内容を測地観測センター電子基準点課に事前に連絡

すること。 

二 安全処置等の作業における電子基準点の材料の規格及び形状は、設置時の仕様

書に基づくこと。ただし、これにより難い場合は、その使用する材質が相当品以上

であること。 

三 安全処置等の作業を行うに当たっては、その作業期間及び内容を測地観測セン

ター電子基準点課に事前に連絡すること。 

四 安全処置等の作業の終了後、国土地理院ＧＥＯＮＥＴ中央局との間で通信確認

を行い、各種機器の設定について確認を行うこと。 

 

第五章 電子基準点の復旧測量 

（電子基準点の復旧測量） 

第１６条 電子基準点を移転する必要が生じた場合、電子基準点が亡失したことを確

認した場合又は電子基準点の現況把握により当該電子基準点本点の測量成果及び電

子基準点付属標の測量成果に影響を与えるおそれのある異常が確認された場合は、

速やかに、当該測量成果の公表を停止し、次に掲げる復旧測量を行うものとする。 

 一 移設（電子基準点の位置を変えて設置することをいう。以下同じ。） 

 二 再設（電子基準点の位置を変えず改めて設置することをいう。以下同じ。） 

 三 改測（電子基準点の観測結果に基づき、当該電子基準点本点の測量成果及び電子

基準点付属標の測量成果を修正することをいう。以下同じ。） 

   四 改算（電子基準点の過去の観測値、資料等を用いて計算を行い、当該電子基準点

本点の測量成果及び電子基準点付属標の測量成果を修正することをいう。以下同

じ。） 

２ 復旧測量後は、第１９条の規定により速やかに測量成果の修正を行うものとする。 

 

（電子基準点の移設及び再設） 

第１７条 電子基準点の移設及び再設（以下「移設等」という。）は、測地観測センタ

ーにおいて行うものとする。ただし、測地観測センター長が承認をする場合は、担当

地方測量部等において行うことができるものとする。 

２ 電子基準点の移設等の作業については、第５条から第７条までの規定を準用する

ものとし、移設等が行われた電子基準点本点の測量成果及び電子基準点付属標の測

量成果の算出は、第８条に定めるところにより行うものとする。 

 

（電子基準点の改測及び改算） 

第１８条 電子基準点の改測及び改算は、次に定めるところにより行うものとする。 
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一 電子基準点本点の測量成果は、測地観測センターにおいて算出すること。 

二 電子基準点付属標の測量成果は、測地観測センター又は担当地方測量部等にお

いて算出すること。 

三 測量成果の算出は、第８条に定めるところにより行うこと。 

 

（測量成果の修正） 

第１９条 広範囲な地域の改測又は改算により電子基準点本点の測量成果及び電子基

準点付属標の測量成果を修正する場合は、測地観測センター長は、測地部長及び担当

地方測量部等の長に通知を行うものとする。 

２ 測量成果の修正の基準は、測地部長が定める復旧測量作業実施要領の規定を準用

する。なお、測量成果の修正は、公共測量への影響を考慮した上で行うものとする。 

 

（測量成果及び測量記録の整理） 

第２０条 測量成果の算出を行った組織においては、測量成果及び測量記録を整理し、

測地観測センター長に進達するものとする。 

２ 測量記録の種類は、測地観測センター長が定める。 

 

第六章 電子基準点の情報の提供及び運用 

（情報の提供） 

第２１条 測地観測センター長は、電子基準点の維持業務に携わる者に対し、次に掲げ

る情報を提供し、電子基準点現地調査の的確性の確保及び効率化を図るものとする。 

一 電子基準点の観測状況（データ取得状況及びデータ品質） 

二 電子基準点の解析監視結果（異常な座標変動の状況） 

三 電子基準点の保守情報（観測機器の故障状況及び保守予定） 

 

（電子基準点の運用） 

第２２条 電子基準点の運用に当たっては、次に掲げる事項を遵守するものとする。 

一 電子基準点を移動しないこと、保守作業による位置座標の変化を最小限に抑え

ること等の電子基準点の維持に必要な努力を行うこと。 

二 電子基準点に設置されている受信機、アンテナ、通信装置、無停電電源、避雷器

等の機器に変更があった場合は、速やかに測地観測センター電子基準点課に連絡

すること。 

三 観測機器のファームウェア等が製造者により更新され、かつ、更新前のファーム

ウェアによるＧＮＳＳ観測データに不備がある場合、原則としてその公表の日か

ら６月以内に、当該更新されたファームウェア等を導入すること。 

四 電子基準点の運用に支障が生じ、又はそのおそれのある変化が周囲の状況に生

じた場合は、速やかに測地観測センター電子基準点課に連絡するとともに、当該変



 7 

化の状況の写真を提出すること。 

 

第七章 補則 

（適用の一般原則） 

第２３条 第三章から第五章までの規定に定めのない事項については、基準点維持に

関する規程（平成２７年国地達第３号）に定めるところによるものとする。 

 

附 則 

この達は、令和元年 ５月３１日から施行する。 

附 則 （令和３年国地達第６号） 

この達は、令和３年 ３月３０日から施行する。 

附 則 

この達は、令和７年 ４月 １日から施行する。 

 


